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ＩＣＴ街づくりの地域実証プロジェクト
の取組状況について
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東京都三鷹市における取組
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平成２４年度の取組について 【三鷹市】

※要援護者支援において、「個人番号制度」を想定した共通IDを導入し、市外の家族等の最新住所･連絡先を確認できるシステムを提案、構築した
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実施団体 株式会社まちづくり三鷹

実地地域 三鷹市

事業概要 ①駅前WiFi②IP告知③要援護者支援④情報伝達制御 の4つの仕組みを複合的かつ、相互の機能を連携して運営する
ことで、災害時の住民間の共助と平常時のにぎわいを生み出すコミュニティの創生を目指す。

実証結果 見守り・安否情報と要援護者情報の連携により、共助の仕組みが大きな効果を発揮することがわかった。平時の実証に加え、
4つの仕組みを連携し、地域住民も参加した総合防災訓練を実施した結果、満足を得ることができた。

5





平成２５年度の取組について 【三鷹市】
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実証項目 実証事業 取り組み内容

きずなの
多層多元化

買い物支援事業
日頃の見守りと買物支援を一体的に実施することにより、見守る側と
見守られる側双方の負担が小さい、生活の中での共助の仕組みを構
築し、有効性を検証する。

多職種連携事業
在宅の要支援者を取り巻く多職種（ヘルパー、地域包括支援センター、
医師等）の、情報共有や情報交換を活性化させる仕組みを構築し、
有効性を検証する。

情報の収集と
一元管理による市
民への適切・迅速

な情報提供

情報収集意思決定支援
多くの情報が飛び交う混乱時に、情報の二重管理や重複などを解消
すると共に、情報共有や情報活用を促進させ、意思決定迅速化を支
援する仕組みを構築し、有効性を検証する。

情報伝達制御
防災無線での情報伝達における課題である、規模の大きい施設内部
へ確実に情報を伝達する仕組みを構築し、有効性を検証する。

帰宅困難者
支援の拡充

Wi-Fi（一斉配信型通信とインターネット通信
環境の提供）

一斉配信型のマルチキャスト通信による情報配信により、同時に多く
の情報端末に情報を届けるＷｉ－Ｆｉ環境を構築し、円滑な情報配信
の実現に向けた技術要素を検証する。
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平成２５年度の取組について 【三鷹市】
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実証項目 実証事業 実証参加者・団体等 市関係部署

きずなの
多層多元化

買い物支援事業

・新川・中原商店街
・NPO法人シニアSOHO普及サロン・三鷹
・市民（買い物困難者：妊産婦、障がい者、
高齢者）

生活経済課

多職種連携事業

・地域包括支援センター
・見守り、訪問介護・医療の専門家
（医師、歯科医師、看護師、社会福祉士、

ケアマネージャー、福祉用具相談員など）

高齢者支援課

情報の収集と

一元管理による
市民への適切・
迅速な情報提供

【インプット側】
①保護者の安否確認
②職員安否・参集
③情報収集意思決定支援

①教職員、学校・保育園の保護者
②市職員
③ －

①教育委員会総務課
子ども育成課

②職員課
③防災課

【アウトプット側】
①情報伝達制御
②安全安心メール
③市ホームページ
④庁内放送

① －
②③④市民（在勤・在学・観光等訪問者を含む）

①防災課
②安全安心課
③秘書広報課
④契約管理課

帰宅困難者
支援の拡充

三鷹Ｗｉ－Ｆｉ
ＮＰＯ法人子育てコンビニ
市民（在勤・在学・観光等訪問者を含む）

情報推進課

実証事業に参加・協力くださった団体・市関係部署
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平成２５年度の取組について 【三鷹市】
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きずなの多層多元化 成果と今後の取り組みについて

実証項目 実証事業 成果 今後の取り組み

きずなの
多層多元化

買い物支援
事業

・ 安否確認などの見守りの取り組みと、買物
支援の取り組みを融合させることが有効で
あるという回答が７０％を超えた。

・ 機器の使いやすさや操作性において、高齢
者から不満の声があった。ただし、日頃から
スマートフォンなどの利用がある妊産婦から
は、大きな不満は無かった。

・タブレットの普及状況を踏まえた、ハードに依存しな
いアプリケーション化の推進。

・音声入力など、ＩＣＴリテラシーに左右されない仕組
みの導入。

・個人情報の取り扱いに配慮した、職種間のルールの
策定。

多職種連携
事業

・事前に要支援者の状況が把握できることに
より、サービスの質が向上した。特に、映像
情報を事前に確認できることにより、最適な
サービスを選択可能となった。

・場所の制約から解放されることにより、サー
ビスに割ける時間が増えた。

・他の職種の実施内容がわかり、それぞれの
役割が明確になった。
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平成２５年度の取組について 【三鷹市】
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実証項目 実証事業 成果 今後の取り組み

情報の収集と
一元管理による市
民への適切・迅速

な情報提供

情報収集意思
決定支援

・災害時の意思決定において被災状況の確認な
ど抜本的な改善が図られることが確認された。

・画像情報はとても有効。単に記録をするので
はなく、日時が記録され、災害時の段階を区切
ることができ、その時点の状況まで遡及できる
機能が有効である。

・平常時からの積極的な利活用の促進。

・広域での情報共有・活用のためのルール作
りや仕組み作り。

情報伝達制御

・保護者の安否など、活用できる情報が増えるこ
とにより、適切な判断が可能となった。ただし、
情報量が増えれば、情報過多・混乱を招くため、
整理の仕組みや運用ルール作りなどが大切。

・情報の一斉配信先の拡充、特に、素早い初動
を必要とする公共施設への情報伝達手段の充
実が有効である事が確認できた。

・配信する情報と配信者の運用整理

・学校の校舎内など、情報伝達先の拡充によ
る情報空白地の削減。

情報の収集と一元管理による市民への適切・迅速な情報提供

成果と今後の取り組みについて
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平成２５年度の取組について 【三鷹市】
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実証項目 実証事業 成果 今後の取り組み

帰宅困難者
支援の拡充

三鷹Ｗｉ－Ｆｉ

・駅を利用する者への情報伝達手段を構築する
ことができた。

・プッシュ型のデータ配信による情報伝達手段
が有効である事が確認できた。

・データ配信のキーとなるタグの標準仕様化
の検討

・他地域(全国)への展開に向けたマニュアル
等の作成

・平時におけるWi-Fi環境の利用拡大(災害時
にシームレスで利用していただくためのアプ
ローチ)

帰宅困難者支援の拡充 成果と今後の取り組みについて
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千葉県柏市における取組
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(参考)共通プラットフォームの基本ルール

・Open API（Open APIの公開）
・機能のモジュール化

・ID認証連携（標準SAML2.0，ucode標準）
・共通部のレイヤー化

【①柏の葉モデルのパッケージ化】

以下を基本ルールとして整理・推進し、オープン&インターオペラビリティを確保している
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（参考）共通プラットフォームの活用による新たなサービスの創出

異なる主体・サービスが保有するデータを活用（取得・加工）して、新たなサービスが生み出さ
れる環境

Open API

会員管理
データ

共通プラットフォーム

場所情報
データ

健康
サービス

母子手帳
サービス

エネルギー
サービス

地域ポイント
サービス

Open API Open API Open API Open API Open API Open API

クーポン
サービス

・・・

・・・

柏の葉マイポータル

•会員情報
•健康サービス
•母子手帳サービス
•エネルギーサービス

健康情報統計

•会員情報
•健康サービス
•場所情報
年代別、地域別統計を導出

マーケティング

•クーポン（購買・利用状況）
•場所情報
•地図GIS
→ （地域）マーケティング

健康サービス
（地域ポイント連携）

•会員情報
•健康サービス
•地域ポイントサービス

施設（公物）管理

•施設管理情報
•コミュニティサービス
•会員情報
→ 住民参加型施設管理

災害時対応

•会員情報
•場所情報
•防災マップ
→ 避難誘導・安否確認

安心・安全

•センサーデータ
•場所情報
•災害統計情報
→ 地域ハザードマップ

センサー
データ

防災
マップ

Open API Open API

将来実現が期待
されるサービス

柏の葉モデルの
データ活用で実現が
見込めるサービス

柏の葉モデルで
実現したサービス

農業

•生産・生産地情報
•消費履歴
•消費者コミュニティ・レシピ
→ フードコミュニケーション

交通

•電車・バス位置情報
•時刻表
•運行状況
→ 高度な交通案内(誘導）

移動支援

•バリアフリーマップ
•交通情報
•地図GIS
→ バリアフリー対応ルート

地図情報
（GIS）

Open API

【①柏の葉モデルのパッケージ化】







Copyright © 2014  Smart City Planning, Inc. All Rights Reserved. 25

水平展開に向けた取組例（アジア通信関係省向けセミナー）

本事業の取組を、APTの研修セミナーでＰＲ（アジア通信関係省 11か国参加）

電子母子手帳と健康データを活用した母子手帳を中心に紹介するなど積極的に普及展開

【②普及展開の取組】

１ ＵＤＣＫ研修：2014年3月3日
13時50分～16時30分／場所 柏
の葉ｷｬﾝﾊﾟｽ駅 UDCK

２ 出席者 ＡＰＴ研修員の11カ国
13名 ＡＰＴ研修員リスト参照
スマートシティ企画㈱ 事業推進
部 石垣副部長
柏市役所 企画部 企画調整担
当リーダ 石名坂副主幹
㈱エムティーアイHealthcare事業
本部 事業戦略室 多湖室長、
Healthcare事業本部 Application 
developer G 福田ﾃｸﾆｶﾙ･ｱｼｽﾀﾝ
ﾄ･ﾘｰﾀﾞ
ＢＨＮ 土橋事務局次長、木村参
与、白石、小林会員

ＭＭＤ㈱ 斎藤社長











長野県塩尻市における取組
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静岡県袋井市における取組
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提案する情報プラットフォームが
解決する地域の問題

• 農産物コマース・トレーサビリティ：儲かる農業、食品安全

– 各農家のコマース・トレーサビリティ機能を地域で集約して、品揃え拡大、コスト
低減・技術リスク回避

– 収量は天候等に影響されるため需要と供給を地域で集約して動的に調整

• 災害用備蓄品管理：災害時に円滑・効率的に物資を供給・配送
– 自治体間、自治体-民間で在庫共有

– インターフェイス・語彙の統一により、災害時の支援物資供給を円滑化・迅速化

• （各種配送、買い物難民対策、配食サービス、福祉機器配送などでも
共同利用）
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平成25年度事業の主要な成果

・ポリシーに基づく配送制御機能を情報プラットフォームに実装。平時の地産品コ
マースにおける大量発注に対する効率的在庫引き当てや、災害時の公平な支援物
資配分を実現。

・袋井市災害備蓄品管理システムを情報プラットフォームを利用したサービスとし
て実装。2支部（約1000アイテム）から管理を開始。

・袋井市・塩尻市・三鷹市の備蓄品（約100万アイテム、管理単位約2４0０種）
を防災物資語彙（内閣府）などを使って分類。オープンデータ化によって物資を
相互流通させるためには、分類・単位語彙の共通化と個体詳細データ開示が有効
であることを明確化。分類・管理方法を共通化することで災害時の物資仕分け時
間を最大26倍効率化できることを実証。

・全国自治体（365市・32府県）に対して、医薬品の確保方針の調査を実施し、
慢性疾患用医薬品の使用実態に応じた備蓄が殆どされていないことを明らかにし、
レセプト分析により何がどれだけ必要かを定量化（袋井市の糖尿病治療薬調査結
果：9品目の備蓄=60％充足、23品目の備蓄=80%充足）。
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平成26年度
ＩＣＴ街づくり推進事業の継続展開について

１ ふくろいeねっとを地域活性化のTOOLとする

・ふくろいeねっとへの出店条件などのルール作りを行う。
・袋井商工会議所の協力を仰ぎ、販売品目、出店者数を増やす。
・販売数を増やし、自立した運営活動を目指す。

２ オープンデータ化への取り組み

・オープンデータ化に向けた職員の教育訓練とルール作り。
・市の保有する情報をスピード感を持ってオープンデータ化する。
・備蓄品のバーコード管理を行う支部を拡充する。
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愛知県豊田市における取組
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